
（単位：円）

資産の部 負債の部

Ⅰ 流動資産 Ⅰ 流動負債

現金及び預金 3,073,541,251 未払金 1,499,414

前払費用 1,987 預り金 171,832

未収金 36,404,328 引当金

賞与引当金 1,139,615 1,139,615

流動資産合計 3,109,947,566

流動負債合計 2,810,861

Ⅱ 固定負債

特定救済基金預り金

長期預り補助金等 98,282,351

預り拠出金 3,003,436,642 3,101,718,993

引当金

退職給付引当金 5,417,712 5,417,712

固定負債合計 3,107,136,705

負債合計 3,109,947,566

純資産の部

純資産合計 -                         

3,109,947,566

貸借対照表（特定救済勘定）

（平成３０年３月３１日現在）

科　　　　　目 金　　　　　額 科　　　　　目 金　　　　　額

資産合計 3,109,947,566 負債・純資産合計



（単位：円）

経常費用

特定救済給付金 1,020,000,000

その他業務費

人件費 12,376,058

退職給付費用 2,362,753

賞与引当金繰入 1,139,615

不動産賃借料 2,992,044

その他経費 7,618,387 26,488,857

一般管理費

不動産賃借料 528,012

その他経費 2,006,911 2,534,923

経常費用合計 1,049,023,780

経常収益

補助金等収益 29,022,269

特定救済基金預り金取崩益

拠出金収益 1,020,000,000 1,020,000,000

雑益 1,511

経常収益合計 1,049,023,780

経常利益 －

当期純利益 －

当期総利益 －

損益計算書（特定救済勘定）
（自　平成２９年４月１日　至　平成３０年３月３１日）

科　　　　　　　目 金　　　　　　　額



(単位：円)

金　　　　　　　額

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

特定救済給付金支出 △ 1,020,000,000

人件費支出 △ 13,440,991

その他の業務支出 △ 13,496,035

拠出金収入 282,800,000

その他の収入 175,382

　　業務活動によるキャッシュ・フロー △ 763,961,644

Ⅱ　資金増加額 △ 763,961,644

Ⅲ　資金期首残高 3,837,502,895

Ⅳ　資金期末残高 3,073,541,251

キャッシュ・フロー計算書（特定救済勘定）
（自　平成２９年４月１日　至　平成３０年３月３１日）

科　　　　　　　目



Ⅰ　当期未処分利益
　　　　当期総利益

Ⅱ　利益処分額

利益の処分に関する書類
（特定救済勘定）

－
－

（単位：円）
項　　　　　　目 金　　　　　　　額

－



（単位：円）

Ⅰ　業務費用
(1) 損益計算書上の費用

特定救済給付金 1,020,000,000
その他業務費 26,488,857
一般管理費 2,534,923 1,049,023,780

(2) （控除）自己収入等
拠出金収入 △ 1,020,000,000
雑益 △ 1,511 △ 1,020,001,511
業務費用合計 29,022,269

Ⅱ　行政サービス実施コスト 29,022,269

行政サービス実施コスト計算書（特定救済勘定）
（自 平成２９年４月１日　至 平成３０年３月３１日）

科　　　目 金　　　額



特定救済勘定 

 

注 記 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

 

 

「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（平成 27 年 1 月 27 日改訂）並び

に「独立行政法人会計基準及び独立行政法人会計基準注解に関するＱ＆Ａ」（平成 28 年 2 月改訂）

（以下、独立行政法人会計基準等という）を適用して、財務諸表等を作成しております。 

ただし、「独立行政法人会計基準」第 43（注解 39）の規定については、「独立行政法人通則法の一

部を改正する法律」の附則第 8 条により経過措置を適用していることから、経過措置終了まで、現

行セグメント区分に基づくセグメント情報の開示を行っております。 

 

 

１．減価償却の会計処理方法 

(1)  有形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

工具器具備品  3年 

 

(2)  無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間(5 年)に基

づいております。 

 

２．賞与に係る引当金及び見積額の計上基準 

役職員等の翌期賞与支給見込額のうち当期発生分を計上しております。 

 

３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

役職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計

上しております。数理計算上の差異は、発生の翌事業年度に一括償却することとしておりま

す。 

 

４．消費税等の会計処理 

税込方式によっております。 

 

 

Ⅱ．注記事項 

 

１．貸借対照表注記 

金融商品の時価等に関する注記 



特定救済勘定 

 

① 金融商品の状況に関する事項 

預金は、決済用預金としております。 

 

② 金融商品の時価等に関する事項 

決算日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。 

（単位：円） 

区    分 
貸借対照表 

計上額 

決算日における 

時  価 
差  額 

ア．現金及び預金 3,073,541,251 3,073,541,251 0 

 

（注）金融商品の時価の算定方法 

ア．現金及び預金 

時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

   

２．キャッシュ・フロー計算書注記 

資金期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金   3,073,541,251円 

資金期末残高   3,073,541,251円 

 

３．資産除去債務注記 

当機構は、不動産賃借契約に基づき、事務所退去時における原状回復に係る債務を有して

おりますが、当該債務に関連する賃借資産の実質的な使用期間は明確ではありません。 

従って、当該債務の履行時期を予測することは困難であり、資産除去債務を合理的に見積

もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。 

 

４．退職給付引当金注記 

(1)  採用している退職給付制度の概要 

当機構は確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。 

 

 

(2)  退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

（単位：円） 

区    分 
平成 29年 4月 1日 

～30 年 3月 31日 

① 期首における退職給付債務 4,511,267 

② 勤務費用 877,359 

③ 利息費用 29,086 

④ 数理計算上の差異の当期発生額 3,938 

⑤ 退職給付の支払額 0 

⑥ 期末における退職給付債務（①+②+③+④+⑤） 5,421,650 

 



特定救済勘定 

 

(3)  退職給付債務と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表 

（単位：円） 

区    分 平成 30年 3月 31 日現在 

①  退職給付債務 5,421,650 

②  未認識数理計算上の差異 △3,938 

③  退職給付引当金（①+②） 5,417,712 

 

(4)  退職給付に関連する損益 

（単位：円） 

区    分 
平成 29年 4月 1日 

～30年 3月 31日 

①  勤務費用 877,359 

②  利息費用 29,086 

③  数理計算上の差異の費用処理額 1,456,308 

④  退職給付費用（①+②+③） 2,362,753 

 

(5)  数理計算上の計算基礎に関する事項 

 

区    分 平成 30年 3月 31日現在 

割引率 0.39％ 

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

数理計算上の差異の処理年数 １年 

数理計算上の差異は、発生の

翌事業年度に一括償却するこ

ととしております。 

 

Ⅲ．重要な債務負担行為 

該当事項はありません。 

 

Ⅳ．重要な後発事象 

該当事項はありません。 
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